
丁目４４番４号

履 行 場 所
足立区千住曙町３４番先

　本工事は、東武鉄道スカイツリーライン鉄道敷を跨ぐ

分類業務区分 工事 人道橋補修工事である。鉄道敷地内の施工であり、線路

契 約 期 間 令和   7年   4月  25日  から  令和   7年  11月  28日 閉鎖及び軌電停止後の作業となるため、各作

3

業には、東

契約年月日

1

令和   7年   

随

4月  24日 武鉄道

意

固有の有資格者の配置

契

が必要不可欠である。

約

また

契約金額 \28,

内

600,000円(税

容

込)
、線路閉鎖後の作

及

業のため、最終から始

び

発までの作業時

間にな

選

り、限られた時間で安

定

全かつ迅速な施工が必

理

要で

予 定 価 格 \

由

28,990,500

書

円(税込)
契約相手方

件

の あるため、鉄道事業

　

者との協議により、鉄

　

道事業に精通

選定理由

　

した事業者による施工

 

が求められている。

概

名

       要

施工

橋

数量 上記事業者は本工

り

事に必須である、軌電

ょ

停止作業等の有

　補修

う

工 資格者がいることに

補

加え、当該区域の保守

修

点検を行って

　　・素

工

地調整　　　　　　２

事

.４㎡ いること、過去

（

に当該箇所で足場設置

道

作業を伴う橋梁点

　　

路

・防錆処理　　　　　

整

　２.４㎡ 検を施工し

備

た高い技術力と実績が

課

ある。当該地域で東武

工

　　・不陸調整　　　

事

　　　２.４㎡ 鉄道と

第

円滑な調整を行い、確

２

実かつ安全、迅速に施

号

工す

　　・再塗装　　

）

　　　　　２.４㎡ る

契

ことができる唯一の事

約

業者である。

　足場工

の

（地方自治法施行令第

相

１６７条の２第１項第

手

２号該当）

　　・枠組

方

足場設置・撤去　　 

　

一式

　安全管理工

　　

名

・東武鉄道立会費　　

称

　　 一式

　　・鉄道

　

安全管理費　　　　 

東

一式

　　・架線防護工

武

　　　　　　 一式 担

谷

 当 課 都市建設部 

内

道・道路整備課

　　・

田

交通誘導員　　　　　

建

　 一式 電話番号 38

設

80-5111(27

（

58)

根拠規定 地方自

株

治法施行令第167条

）

の2 第1項 第2号

 

該当

　住所　東京都墨田区向島三



品川二丁目２番１３号　南品川

履 行 場 所
足立区中央本町一丁目１７番１号 ＪＮビル

本工事は、本庁舎の運営を行いながら、照明制御システ

分類業務区分 工事 ム設備の撤去・新設工事を行う。その際、既存システム

契 約 期 間 令和   7年   5月  14日  から  令和   8年   2月  19日 のデータ（

3

ソフトウェア）を使用

4

するため、同一メーカ

随

契約年月日 令和   

意

7年   5月  1

契

3日 ーである東芝ライ

約

テックが改修する必要

内

がある。当該事

契約金

容

額 \45,980,0

及

00円(税込)
業者は

び

、本庁舎で使用する照

選

明制御設備の開発製造

定

者で

、かつ施工者でも

理

ある。メーカー独自の

由

ソフトを使用し

予 定

書

 価 格 \53,22

件

4,600円(税込)

　

契約相手方の て管理し

　

ているため、プログラ

　

ム等についても、本庁

 

舎

選定理由 独自のもの

名

となっている。既存デ

本

ータ等を正確に抽出す

庁

概       要

（

舎

１）電灯設備工事 るこ

照

とができ、新システム

明

にデータを流用するこ

制

とを円

（２）建設副産

御

物 滑に実施することが

シ

、工期の短縮及び経費

ス

の削減を図る

最善の策

テ

であるため、現在保守

ム

メンテナンスも行って

設

い

る上記事業者が、本

備

庁舎の安定した照明制

改

御装置の機能

を最大限

修

維持しながら、効果的

工

かつ効率的に改修工事

事

を

行うことができる唯

契

一の事業者である。

（

約

地方自治法施行令第１

の

６７条の２第１項第２

相

号該当）

担 当 課 施

手

設営繕部 中部地区建

方

設課

電話番号 3880

　

-5111(3561

名

)

根拠規定 地方自治法

称

施行令第167条の2

　

 第1項 第2号該当

東芝ライテック（株） 首都圏支店

　住所　東京都品川区南



目９番１２号

履 行 場 所
足立区関原三丁目３２番１４号

（１）本事業者は、同種工事において豊富な実績と経験

分類業務区分 工事 を有しており、器具の取り付け金具を短期間で製作でき

契 約 期 間 令和   7年   5月  21日  から  令和   7年   7月  25日 る体制を有している。また、通常は受注

3

生産で各メーカ

契約年

5

月日 令和   7年 

随

  5月  20日 ー

意

において納期に３ヶ月

契

以上を要する器具につ

約

いても当

契約金額 \9

内

,900,000円(

容

税込)
該事業者は、１

及

週間以内での納入が可

び

能である事が確認

され

選

ている。

予 定 価 

定

格 \10,012,2

理

00円(税込)
契約相

由

手方の （２）本件は緊

書

急性と確実性を要する

件

工事であり、当該

選定

　

理由 事業者は本件工事

　

に対応可能な技術力を

　

有しており、迅

概  

 

     要

（１）体

名

育館高天井照明改修 速

第

かつ柔軟な対応が可能

七

な唯一の事業者である

中

。

（２）舞台天井照明

学

改修

（３）撤去工事

（

校

４）建設副産物処理

担

体

 当 課 施設営繕部 

育

西部地区建設課

電話番

館

号 3880-5111

高

(2955)

根拠規定

天

地方自治法施行令第1

井

67条の2 第1項 

照

第5号該当

明交換その他工事

契約の相手方

　名称　（株）拓電技建工業 

　住所　東京都足立区花畑六丁



履 行 場 所
足立区入谷三丁目８番１号

（１）　過去に当学校で工事を実施しており、学校の仕

分類業務区分 工事 様や工事による施設への影響も熟知しており、児童の安

契 約 期 間 令和   7年   6月   7日  から  令和   7年   9月  30日 全を確保し、施設運営、施設への影響を最小限にとどめ

契

3

約年月日 令和   7

6

年   6月   6

随

日 て施工することが可

意

能である。

契約金額 \

契

10,450,000

約

円(税込)
（２）　緊

内

急工事となる本工事を

容

工期内で対応できる施

及

工体制があり、技術力

び

も高く、迅速に施工を

選

進める事で

予 定 価

定

 格 \10,978,

理

000円(税込)
契約

由

相手方の 、工事を確実

書

、安全に完了させるこ

件

とができる。

選定理由

　

（３）　本事業者は、

　

過去の区内学校施設で

　

の工事実績

概    

 

   要

１　給水設備

名

工事　　　竣工当初か

足

ら改修をしていない が

立

多数あり、施工状況も

入

良好である等信頼があ

谷

る。

鋳鉄管を埋捨て、

小

露出配管で新設を行う

学

。

２　撤去工事　　　

校

　　上記内容に伴う、

直

撤去工事を行

う。

担 

結

当 課 施設営繕部 西

給

部地区建設課

電話番号

水

3880-5111(

管

2953)

根拠規定 地

改

方自治法施行令第16

修

7条の2 第1項 第

工

5号該当

事

契約の相手方

　名称　（株）栗原設備 

　住所　東京都足立区佐野一丁目２８番６号



京都千代田区丸の内二丁目５番１号

履 行 場 所
足立区中央本町一丁目１７番１号

本庁舎３号エスカレーターは設置から２９年が経過して

分類業務区分 工事 おり、部分的な修理・交換では、設備の全般的な機能低

契 約 期 間 令和   7年   7月   9日  から  令和   8年   2月  13日 下を防ぐことは

3

できず、不具合の発生

7

する頻度が高くな

契約

随

年月日 令和   7年

意

   7月   8日

契

り利用者の安全に支障

約

をきたす為、エスカレ

内

ーター設備

契約金額 \

容

32,780,000

及

円(税込)
の改修工事

び

を行う。

本工事は、本

選

庁舎の運営を行いなが

定

らの工事となり、庁

予

理

 定 価 格 \33,

由

913,000円(税

書

込)
契約相手方の 舎ホ

件

ールを利用する区民の

　

利便性への影響を最小

　

限とす

選定理由 るため

　

、工期の縮減を図る必

 

要がある。エスカレー

名

ター

概       

本

要

１　昇降機設備工事

庁

を新設設置した場合は

舎

１年以上の工期を必要

３

とするため

 (1)昇

号

降機設備工事　　　　

エ

　　　　一式 、既存設

ス

備の部材を多く再使用

カ

することで、工期と工

レ

事

 (2)産業廃棄物

ー

処分　　　　　　　　

タ

一式 費の縮減を図るこ

ー

ととする。

既存設備の

改

メーカーである当該事

修

業者は、新築時の設置

工

工事およびその後の保

事

守点検業務を請け負っ

契

ており、既

存設備の設

約

置状況を熟知している

の

。現場の安全を確保し

相

指定日までに工事を完

手

了するには、当該事業

方

者以外に施

工ができな

　

いため、当該事業者と

名

の随意契約を依頼する

称

。（地方自治法施行令

　

第１６７条の２第１項

三

第２号該当

）

担 当 

菱

課 施設営繕部 中部地

電

区建設課

電話番号 38

機

80-5111(35

ビ

61)

根拠規定 地方自

ル

治法施行令第167条

ソ

の2 第1項 第2号

リ

該当

ューションズ（株） 東日本

支社

　住所　東



27番地

履 行 場 所
足立区東綾瀬三丁目４番１号

東綾瀬公園温水プールの特徴的なドーム状の可動式屋根

分類業務区分 工事 は、上記事業者の独自製品が採用されている。築３０年

契 約 期 間 令和   7年   7月   3日  から  令和   8年   1月  30日 以上を経過し、可動式屋根の車輪レールの不陸

3

や車輪自

契約年月日 令

8

和   7年   7

随

月   2日 体が発錆

意

するなどの不具合が生

契

じており、既に可動式

約

屋

契約金額 \145,

内

750,000円(税

容

込)
根の片側は開閉で

及

きない状況となってい

び

る。

本工事は、二期工

選

事として、開閉動作を

定

正常に作動させ

予 定

理

 価 格 \147,1

由

91,000円(税込

書

)
契約相手方の るため

件

、不具合が生じている

　

可動屋根の車輪やレー

　

ル等

選定理由 の改修を

　

行うが、可動式屋根は

 

、独自の技術を駆使し

名

た

概       要

東

１．プールドーム開閉

綾

機構改修工事　一式 機

瀬

構であり、当該事業者

公

でなければドームの工

園

事ができ

２．プールタ

温

イル補修工事　一式 な

水

い。

３．上記（１）に

プ

付随する電気設備工事

ー

　一式 上記理由により

ル

、当該事業者に特命随

ド

意契約にて補修工

事を

ー

することが必要と判断

ム

した。

担 当 課 施設

改

営繕部 東部地区建設

修

課

電話番号 3880-

工

5111(2873)

事

根拠規定 地方自治法施

（

行令第167条の2 

二

第1項 第2号該当

期）

契約の相手方

　名称　（株）横河ブリッジ 

　住所　千葉県船橋市山野町



川４丁目１６番２９号

履 行 場 所
足立区千住二丁目６０番先

本工事は北千住駅西口広場のエレベーター２台のうち１

分類業務区分 工事 台を改修する工事である。工事費の削減及び工期の短縮

契 約 期 間 令和   7年   7月  24日  から  令和   8年   1月  30日 や騒音・振動の低減を図るためには

4

、三方枠を再利用す

契

0

約年月日 令和   7

随

年   7月  23

意

日 ることが必要であり

契

、既存のエレベーター

約

製造会社しか

契約金額

内

\69,231,80

容

0円(税込)
施工がで

及

きない。

当該事業者は

び

保守点検業務も受託し

選

ている既存のエレベ

予

定

 定 価 格 \69,

理

231,800円(税

由

込)
契約相手方の ータ

書

ー製造会社であり、高

件

度な技術を持ち、現場

　

も熟知

選定理由 してい

　

るため、指定日までに

　

安全対策も含め効率的

 

に工

概       

名

要

工事概要 事を完成す

北

ることができる。以上

千

のことから、本事業者

住

北千住駅西口エレベー

駅

ター１号機の準撤去リ

西

ニューアル と随意契約

口

が必要と判断した。

工

広

事

担 当 課 都市建設

場

部 道・安全設備課

電

エ

話番号 3880-50

レ

13(    )

根拠

ベ

規定 地方自治法施行令

ー

第167条の2 第1

タ

項 第2号該当

ー改修その他工事

契約の相手方

　名称　（株）日立ビルシステム 

　住所　東京都足立区中


